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国立国会図書館）

著作権法第31条が，2021年の一部改正により大幅に改正され，国立国
会図書館のデジタル化資料の個人送信が可能となりました。また，図書
館等の資料を個人に対して公衆送信するサービスも行えるようになり，
それぞれ2022年5月と2023年6月に施行されました。この法改正により
図書館サービスはどのように変わるのでしょうか。法改正の内容ともに，
想定されるサービスの展望や課題について考えます。 （編集委員会）

はじめに

2021年の一部改正により，著作権法（昭和45年法
律第48号。以下「法」という。）第31条が大幅に改
正され，著作権者に許諾を得ることなく，①「個人
送信サービス」と②「図書館等公衆送信サービス」
を行えるようになった。
本稿は，これらのサービスの概要を解説した上で，
実際どのような運用になりそうなのかについての筆
者個人の考えを示す。
本稿において述べた事実認識及び意見はあくまで
筆者個人のそれであり，所属組織の事実認識及び意
見を示すものではないことを御留意いただきたい。

1 2021年法改正における法第31条改正の概要

2021年法改正における法31条関係の改正は，a．
法第31条の規定が従来からデジタル化・ネットワー
ク化に十分対応できていないとの指摘がなされてき
たこと，b．新型コロナウイルス感染症の流行に伴
う図書館の休館等によりインターネットを通じた図
書館資料へのアクセスなどについてのニーズが顕在
化したことの2点を踏まえ，国民の情報アクセスの
充実等を図る観点から行われたとされる1）。ただ，
「個人送信サービス」にしても，「図書館等公衆送信
サービス」にしても，この法改正がなされる前から

同じような内容の構想が提唱されており，これらの
構想が20～30年後に実現したと捉えることも可能で
ある2）。
この法改正で可能となった①「個人送信サービ

ス」と②「図書館等公衆送信サービス」は，それぞ
れ次のような内容である。
① 国立国会図書館が，著作権者等に補償金を支払
うことなく，市場で流通していない著作物のデジ
タルデータを，同館に利用者登録を行った個人に
向けて発信すること。
② 一定の要件を満たした図書館（特定図書館）が，
一定の要件を満たした上で，その所蔵資料を利用
者に向けて送信すること。この場合，その図書館
の設置者（自治体，学校法人など）は，指定団体
に所定の補償金を支払わなければならない。
このように，これら2つのサービスは，限られた
図書館でのみ実施可能なものであり，特に①につい
ては，国立国会図書館だけが実施可能なものである。
①の「個人送信サービス」は2022年5月1日から，
②の「図書館等公衆送信サービス」は2023年6月1
日から，それぞれ施行されている。
そして，これらの制定を受け，関係者団体による
協議が行われ，関係規定を解釈するための合意文書
がそれぞれまとめられている。すなわち，①につい
ては，国立国会図書館と文化庁による共催で，権利
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者・出版者団体，有識者などから構成する「国立国
会図書館による入手困難資料の個人送信に関する関
係者協議会」が設けられ，その合意事項を取りまと
めた「国立国会図書館のデジタル化資料の個人送信
に関する合意文書」3）（以下「個人送信合意文書」）
が取りまとめられた。また，②については，権利者・
出版関係者と図書館等関係者から構成される「図書
館等公衆送信サービスに関する関係者協議会」（以
下「公衆送信関係者協議会」）が設けられ，図書館
等における複製及び公衆送信ガイドライン」4）（以下
「複製・公衆送信ガイドライン」）が策定された。
関係規定の解釈は，今後はこれらの合意文書・ガ
イドラインに基づき行うこととなるため，本稿でも
これらの資料を適宜参照することとする。

2 個人送信サービス

（1）概要
個人送信サービスは，法第31条第8項から第11項
までの規定に基づき行うこととなる。第8項では，
①国立国会図書館が，②特定絶版等資料に係る著作
物について，③同館が記録媒体に記録したデジタル
データを，④複製防止措置を講じることを条件に，
⑤「事前登録者」（あらかじめ同館に利用者情報を
登録している者）に対して送信することができるこ
とを定める。
これまで，国立国会図書館によるデジタルデータ
のインターネットを通じた送信は，国立国会図書館
内でのみ閲覧できる「国立国会図書館内限定」，ど
こからでも閲覧できる「インターネット公開」，そ
して国立国会図書館から承認を受けた図書館（参加
館）の館内に設置された端末から閲覧できる「図書
館送信サービス」の3つに分かれていたが，それに
この「個人送信サービス」が加わり，国立国会図書
館や参加館に行かなくても，特定絶版等資料であれ
ば，個人の手元の端末から同館のデジタルデータの
送信を受けることができるようになった。
第9項では，「個人送信サービス」による送信サー
ビスを受けることができる者が行うことのできる行
為を定めており，①自ら利用するために必要と認め
られる限度において複製することと，②一定の条件
の下で，受信装置を用いて当該著作物を公に伝達す
ることの2つを認めている。
そして，第10項及び第11項において，前述の「特
定絶版等資料」を定義する規定を置いている。

（2）送信対象資料
この「個人送信サービス」の送信対象資料は，（1）
②のとおり，「特定絶版等資料」である。「特定絶版
等資料」とは，「図書館送信サービス」において送
信が認められる「絶版等資料」（「絶版その他これに
準ずる理由により一般に入手することが困難な図書
館資料」をいう（法第31条第1項第3号）。）のうち，
著作権者や出版者などの申し出を受けて，国立国会
図書館長がその申し出から3か月以内に絶版等資料
に該当しなくなる蓋然性を認めた資料を除いたもの
をいう（同条第10項・第11項）。
このため，「絶版等資料」のデジタルデータの送
信を認める「図書館送信サービス」（同条第7項）
よりも送信対象資料の範囲が狭いような印象を受け
るが，個人送信合意文書では，「個人送信サービス」
の送信対象資料は「図書館送信サービス」の送信対
象資料と同じ範囲の資料とすると定められている
（第1項）ため，「図書館送信サービス」の送信対象
資料と一致することとなる。このようなことが可能
なのは，「図書館送信サービス」の送信対象資料の
範囲が，もともと「特定絶版等資料」と同じ範囲，
すなわち，「絶版等資料」から「おおむね3か月を
目安として流通予定であることを公開情報により確
認した」ものを除外していたためである5）。
なお，国立国会図書館以外の図書館が作成した

「特定絶版等資料」のデジタルデータも，「個人送信
サービス」の送信対象資料となり得る。今回の法改
正を提言した文化庁の報告書では，「こうした資料
においても国民の情報アクセスを確保する観点から
…いわば，国立国会図書館をハブとして資料の全国
的な共有を図ること…が望ましいと考えられる」と
している6）。具体的には，①当該図書館によるデジ
タル化，②①によるデジタルデータの国立国会図書
館への提供，③同館での専用サーバーへのデータの
蓄積，④同館からの送信，という流れによる提供を
想定する。なお，②の提供の手段としては，所蔵館
でデジタルデータを DVD-R などの記録媒体に記録
して国立国会図書館に送付するという方法のほか，
所蔵館「から国立国会図書館に対してメールで提供
することも可能であると評価できると考えられる」
としている7）。

（3）送信対象者
「個人送信サービス」の送信対象者は，「事前登録
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者」，すなわち，「あらかじめ同館に利用者情報を登
録している者」とされている（法第31条第8項第1
号）。この規定を受け，個人送信合意文書では，「国
立国会図書館における現行の登録利用者制度による
事前の利用者登録を行った者（以下「登録利用者」
という。）とする」とされている（第3項（1）第1
文）。ただ，「海外在住者に対する本件サービスの提
供については，その適法性を担保する方策を含め引
き続き対応を検討する」（同第2文）とされたこと
を受け，国立国会図書館資料利用規則（令和4年国
立国会図書館規則第1号。以下「NDL 利用規則」）
において，「国内に現住所を有する」登録利用者で
あって，利用規約に同意したものに限定する規定を
置いた（第66条第1項）ことから，海外在住者は当
面送信対象者から除外されることとなった。海外在
住者が国立国会図書館の絶版等資料を閲覧するため
には，依然として国内外にある「図書館送信サービ
ス」の参加館に赴く必要がある。
また，団体・法人なども，送信対象者から除外さ
れている。NDL 利用規則において，法第31条第8
項に規定する送信サービスの送信対象者を「登録利
用者」に限定しているからである（第66条）。NDL
利用規則では，「登録利用者」としての登録を「一
般公衆」に限定しているため，団体・法人などが利
用者登録をしたとしても，「登録利用者」にはなら
ないためである（「登録図書館等」となる（第14条第
4項）。）8）。
ただ，後述のとおり，一定の要件を満たす団体・

法人などの職員等が国立国会図書館の登録利用者と
なり，その施設内に設置されている端末を用いて個
人送信サービスにより送信されるデジタルデータを
受信し，その施設の利用者に閲覧させることが認め
られている（法第31条第9項）。このため，図書館送
信サービスの参加館の承認を受けなくても，実質的
に図書館送信サービスの閲覧提供を行うことが可能
となる。

（4）送信対象者が行えること
送信対象者は，送信されたデジタルデータについ

て，①営利を目的とせず，かつ，当該著作物の伝達
を受ける者から料金を受けない（以下「非営利・無
料」）で受信装置を用いて公に伝達すること（法第31
条第9項第2号）と，②自ら利用するために必要と
認められる限度において複製すること（同項第1

号）ができる。

（ⅰ）非営利・無料の公の伝達
「受信装置」とは，公衆送信された著作物を受信
する装置のことであり，パソコンやタブレット等が
これに該当するとされる9）。この「受信装置」によ
る表示の大きさによって，非営利・無料の公の伝達
を行うための要件が異なってくる。
「個人的に又は家庭内において当該著作物が閲覧
される場合の表示の大きさと同等のものとして政令
で定める大きさ以下の大きさで表示する場合」には，
非営利・無料で行うことだけが要件とされる（法第
31条第9項第2号イ）。この「政令で定める大きさ」
とは，対角線の長さが100インチのスクリーンの大
きさを指す（施行令第1条の7）。したがって，100
インチ以下の大きさの画面のモニターやスクリーン
であれば，この要件を満たすこととなるため，図書
館等の職員などが自分で事前登録者となれば，その
利用者に個人送信サービスのデジタルデータの閲覧
提供を行うことが可能となる。
100インチを超えるモニターやスクリーンに投影
したい場合には，①公共の用に供される施設であっ
て，②国，地方公共団体，一般社団法人・一般財団
法人その他の営利を目的としない法人が設置するも
ののうち，③公衆送信された著作物の公の伝達を適
正に行うために必要な法に関する知識を有する職員
が置かれているところで行う必要がある（法第31条
第9項第2号ロ）。①・②の例としては，地方自治
体が設置する公民館が挙げられており，③について
は，公の伝達を適正に行うために必要な著作権法全
体とこの規定の要件・解釈についての基本的な知識
をそれぞれ有する職員の配置を求める趣旨とのこと
である10）。
すなわち，一般の公共図書館や大学図書館だけで
なく，学校図書館や企業資料室であっても，これら
の要件を満たす場合であれば，図書館送信サービス
の参加館としての承認を受けることなく，図書館送
信サービスにおける閲覧提供サービスと実質的に同
一のサービスを提供することが可能になる。

（ⅱ）自ら利用するために必要と認められる限度に
おいて複製すること

「自ら利用するために必要と認められる限度」と
は，送信された著作物を利用者が自らの手元で利用
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（閲覧）するために必要な範囲内をいい，この範囲
内で行われる複製物の作成及び提供を許容するとい
う趣旨とされる11）。このため，個人送信サービスの
送信対象者がその手元でデジタルデータの全部をダ
ウンロードしたりプリントアウトしたりすることも
可能である。ただ，（ⅰ）とは異なり，「自ら利用す
る」場合だけ認められることから，例えば（ⅰ）の
規定を適用して個人送信サービスを用いて利用者に
閲覧サービスを行ったとしても，プリントアウトを
提供することはできない。
なお，この改正に伴い，図書館送信サービス参加
館におけるプリントアウトの範囲の規定が改正され，
従来「一人につき一部」「著作物の一部分」と制限
されていたのが，「当該利用者が自ら利用するため
に必要と認められる限度」となり，図書館送信サー
ビスにおけるプリントアウトサービスの利便性が向
上することとなった（法第31条第7項第1号）。

3 図書館等公衆送信サービス

（1）概要
図書館等公衆送信サービスは，法第31条第2項か

ら第5項までの規定に基づき行うこととなる。第2
項では，①「特定図書館等」が，②営利を目的とし
ない事業として，③当該特定図書館等の利用者の求
めに応じて，④その調査研究の用に供するために，
⑤公表された著作物の一部分（国等の周知目的資料
等についてはその全部）について，⑥公衆送信のた
めに必要な複製と原本又は複製物を用いた公衆送信
を行うことができることを定める。ただし，著作権
者の利益を不当に害することとなる場合はこの公衆
送信はできず（同項ただし書），「特定図書館等」の
設置者が相当な額の補償金を当該著作物の著作権者
に支払わなければならないこととされる（第5項）。
なお，この補償金については，「特定図書館等の
利用者の負担に適切に反映させることが重要」とさ
れ（改正法附則第8条第2項），また，補償金を受け
る権利は「指定管理団体」が行使することとされて
いる（法第104条の10の2第1項）。このため，図書
館等公衆送信サービスの運用は，利用者から補償金
を徴収し，それを「指定管理団体」に支払うという
前提で設計されている（後述）。
なお，第3項では「特定図書館等」の要件を，第
4項では送信を受けた者が「その調査研究に供する
ために必要と認められる限度において」当該著作物

を複製することができることを，それぞれ定める。

（2）特定図書館等の要件
図書館等公衆送信サービスは，全ての公共図書館
や大学図書館などが実施できるわけではない。法第
31条第3項に定める特定図書館等の要件を全て満た
す必要がある。すなわち，①図書館等公衆送信サー
ビスに関する業務を適正に実施するための責任者が
置かれていること，②サービスに従事する職員に対
し，当該サービスを適正に実施するための研修を
行っていること，③利用者情報を適切に管理するた
めに必要な措置を講じていること，④サービスのた
めに作成されたデジタルデータの目的外使用を防
止・抑止するために必要な措置を講じていること，
⑤このほか，文部科学省令で定める措置を講じてい
ること，の5つの要件である。これらの要件は，さ
らに「複製・公衆送信ガイドライン」により詳細化
されている（第9項）。例えば，①の責任者は図書館
等の館長又は図書館等公衆送信サービスに責任を持
つ職員の中から館長が指名する者とされている。②
の研修項目はこのガイドライン及び補償金制度に関
する内容とされ，当該特定図書館等が責任において
このサービスに係る実質的な判断を行う職員に対し
て定期的に実施する（特定図書館等が共同で実施し
てもよい）こととされている。
なお，特定図書館等は，（6）で触れる「指定管
理団体」である SARLIB に「参加届出書」を提出
することが想定されているが，2023年7月12日の時
点で，「（準備中）」と表示され12），届出を行うこと
ができない状況である。このため，この時点で特定
図書館等は存在しないことになる。

（3）公衆送信ができる範囲
図書館等公衆送信サービスにおいて公衆送信がで
きる範囲については，複写サービスに関する法第31
条第1項第1号と同じく，「公表された著作物の一
部分」が原則と定められている。そして，この「一
部分」の範囲は，複写も公衆送信もともに，従来ど
おり「各著作物の2分の1を超えない範囲」とされ
た（複製・公衆送信ガイドライン第5項（3））。
例外的に著作物の全部の複製を認める著作物の種
類は，改正前の法第31条第1項第1号では「発行後
相当期間を経過した定期刊行物に掲載された個々の
著作物にあつては，その全部」と定められていたの
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が，この法改正により「…国等の周知目的資料…そ
の他の著作物の全部の複製物の提供が著作権者の利
益を不当に害しないと認められる特別な事情がある
ものとして政令で定めるものにあつては，その全
部」に改められるとともに，同条第3項でも同一の
規定が設けられた。このため，施行令の規定ぶりに
よっては，これまで複写サービスで認められていた
最新号でない雑誌や新聞の一記事全部の複写が認め
られなくなることも懸念されたが，結局施行令第1
条の4第2号において，同じ規定が設けられたこと
から，複写サービスでは従来どおり，最新号でない
雑誌や新聞の一記事全部の複写を行うことができる
こととなった。図書館等公衆送信サービスの場合，
第1条の5第2号（公衆送信の場合）に同じ規定が
設けられたものの，この「発行後相当期間」は複写
サービスとは異なり「発行後1年間（ただし，新聞
については次号が発行されるまでの期間」とされた
ことから（第6項（3）イ），複写サービスと大きな
隔たりが生まれることとなった。
また，全部の複製・公衆送信が行える著作物とし
て，新たに「国等の周知目的資料」が加わった（施
行令第1条の4第1項）。この「国等の周知目的資
料」の定義は，「国若しくは地方公共団体の機関，
独立行政法人又は地方独立行政法人が一般に周知さ
せることを目的として作成し，その著作の名義の下
に公表する広報資料，調査統計資料，報告書その他
これらに類する著作物」と，複製・公衆送信ガイド
ラインでも改正前の法第32条第2項と同じ文言が定
められているだけである。とはいえ，白書や審議会
などの報告書など，多くの官庁出版物の全部複写が
可能となるのは歓迎すべきことである。
このほか，「分量の少ない著作物」などについて，
その全部の複写・公衆送信が認められている（複
製・公衆送信ガイドライン第6項）。
ただし，図書館等公衆送信サービスにおいては，
送信により著作権者の利益を不当に害することとな
る場合には，公衆送信の対象外となる（法第31条第
2項ただし書）。この規定を受け，複製・公衆送信
ガイドラインでは，①指定管理団体から指定図書館
等に対し除外資料として指定されたもの，②楽譜の
出版物，③地図の出版物，④写真集・画集の4種類
を指定する。なお，②～④に該当するかは，各特定
図書館等での分類基準によることとされている。
また，美術の著作物については，図版のような，

「利用対象となる著作物の一部分と一体のものとし
て図書館資料に掲載されていることにより，当該著
作物の一部分に付随して複製・公衆送信されるもの
については，その全部を利用できる」こととされた
（施行令第1条の4第3号，第1条の5第3号）。こ
の場合を含め，美術の著作物を公衆送信する場合に
おいて，「公衆送信のために複製される図書館資料
の1頁につき，1点当たりの美術の著作物又は写真
の著作物が，当該頁の3分の2以上の割合を占めて
掲載されているもの」については，「原則として解
像度を200dpi として複製」しなければならないこ
ととされた（複製・公衆送信ガイドライン第6項
（イ））。

（4）送信対象者
図書館等公衆送信サービスの送信対象者は，「当
該特定図書館等の利用者」であって，当該特定図書
館等に利用者情報を登録している者である（法第31
条第2項柱書）。ガイドラインでもそれ以上の限定
は置かれていないことから，「個人送信サービス」
とは異なり，海外在住者も送信対象者に含まれるこ
とになる。公衆送信の範囲が原則として「著作物の
一部分」であり，雑誌については発行後1年間を経
過しなければ送信できず，後述のとおり相当な額の
補償金を支払わなければならないものの，これまで
よりも利便性は高まるのではないかと考える。

（5）送信対象者が行えること
図書館等公衆送信サービスの送信対象者は，送信
されたデジタルデータについて，その調査研究の用
に供するために必要と認められる限度において複製
することができることとされている（法第31条第4
項）。ここでいう「複製」は，画面上閲覧するため
に自らのパソコンなどに保存するだけでなく，書き
込みやファイリングなどのためにプリントアウトす
ることなども含むこととされている13）。「必要と認
められる限度」であるから，調査研究の用に供する
ために必要であれば，もちろんその全部をプリント
アウトしても構わないことになる。
なお，図書館等公衆送信サービスの場合，個人送
信サービスの場合とは異なり，送信を受けたデジタ
ルデータを受信装置を用いて公に伝達することは認
められていない。私的領域内での行為と評価できる
範囲の利用のみを認めるという趣旨14）から，公の伝
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達までは認めないということと考える。

（6）補償金の支払い
図書館等公衆送信サービスを行う特定図書館等の
設置者は，「相当な額の補償金を当該著作物の著作
権者に支払わなければならない」こととされる（法
第31条第5項）。これは，複写サービスとは異なり，
ライセンスの機会が失われたり，電子配信サービス
などの正規市場と競合したりするなど，権利者の利
益を不当に害する事態が生じることが懸念されるこ
とから，送信サービスの実施に伴い権利者が受ける
不利益を補償するという観点から課されたものであ
る15）。
この補償金は，著作権者に支払わなければならな

いこととされているが，個々の公衆送信については
非常に軽微な額であり，個々の権利者が個別に権利
行使を行うことは効率的ではなく，集団的に行使す
る方が適当であるため16），補償金を受ける権利は，
前述のとおり，文化庁長官が指定する指定管理団体
だけが行使できることとされている（第104条第1
項）。文化庁は2022年11月7日，この指定管理団体
として，「一般社団法人図書館等公衆送信補償金管
理協会」（SARLIB）を指定した17）。
SARLIB は，2023年1月20日付けで補償金の額
について認可申請を行い，同年3月20日の再申請を
経て，文化庁は同月29日付けで認可を行った18）。
この認可された補償金の額は，次表のとおりであ
る。
この補償金の負担者について，法第31条第5項で
は，「特定図書館等を設置する者」と定める。ただ，
前述のとおり，この補償金は，利用者に転嫁するこ
とが制度設計の前提となっており（もちろん転嫁し
なくても差し支えないが），公衆送信関係者協議会
における合意事項においても，事務処理等のスキー
ムの検討の前提として，「原則として，補償金は利
用者の負担と」する旨が記されている19）。このため，
実際には「特定図書館等を設置する者」は，補償金
を負担しなくてもよいことになる。
ただ，財源がどうであろうが，指定管理団体に補
償金を支払うのはあくまで「特定図書館を設置する
者」と定められているため，そのための予算を用意
しておく必要がある。そもそも，国の予算も地方公
共団体の予算も「総計予算主義の原則」が採られ（財
政法（昭和22年法律第34号）第14条，会計法（昭和22

年法律第35号）第2条，地方自治法（昭和22年法律
第67号）第210条），利用者が特定図書館等に支払っ
た補償金をプールして，「一月に一回程度」20）指定管
理団体に支払うことはできないことになっているか
らである。つまり，利用者が支払う補償金の総額を
図書館設置者が推測して，各年度の予算として計上
しておかなければならないことになる。もちろん，
このような帰結になるのは指定管理団体側も望んで
いないであろうから，何らかの「抜け道」を案出し
ているとは思うが，こんなことになるのであれば，
全国公共図書館協議会が出した意見のとおり「利用
者が直接支払う仕組み」を採用し，「サービス利用
者が直接指定管理団体に支払う仕組みにし」21）た方
がよかったのではないかと考える。筆者としては何
らかの「抜け道」が案出されていることを願うばか
りである。

表 図書館等公衆送信サービスの補償金額

図書館資料の
種類

補償金算定式 備考

新聞 1頁あたり500円
2頁目以降1頁
ごとに100円

定期刊行物
（雑誌を含む。）

1頁あたり500円
2頁目以降1頁
ごとに100円

1冊あたりの申請
に係る補償金額が
500円を下回る場
合には，500円と
する

本体価格が明示
されている図書

本体価格を総頁
数で除し，公衆
送信を行う頁数
と係数10をそれ
ぞれ乗ずる。

上記以外（本体
価格不明図書・
脚本／台本含む
限定頒布出版
物・海外出版物
等）

1頁あたり100円 1冊あたりの申請
に係る補償金額が
500円を下回る場
合には，500円と
する

（注）見開きで複写を行い，図書館等公衆送信を行う場
合は，2頁と数える。

（出典）一般社団法人図書館等公衆送信補償金管理協会
「図書館等公衆送信補償金規程」令和5年3月29日認
可．文化庁ウェブサイト〈https://www.bunka.go.jp/
koho_hodo_oshirase/hodohappyo/pdf/93860201_01.
pdf〉．［引用日：2023―07―13］を基に筆者作成。
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（7）事務処理スキーム
図書館等公衆送信サービスは，複写サービスと比
べてはるかに作業手順が複雑である。このため，公
衆送信関係者協議会は，標準的な作業手順について
の合意事項「事務処理等スキーム分科会合意事
項」22）を策定した。
そこでは，（1）申込受付（申込者の要件確認，申
込方法），（2）送信可否判断，（3）補償金要否判断（補
償金要否判断，確認方法），（4）複製箇所特定（複製
箇所特定，複製・送信範囲確認），（5）複製（複製，
不正拡散防止措置の実施，送信実績の記録），（6）
補償金額算定，（7）申込者への料金提示，（8）申込
者による入金，（9）特定図書館等による入金確認，
（10）データ送信（データ送信，送信方法），（11）指
定管理団体への送信実績の報告・補償金の支払い
（送信実績報告，補償金支払い，頻度），（12）送信
用ファイルの廃棄，（13）補償金の返還・追徴処理
について，それぞれ手順が示されている。
なお，この作業手順は，あくまで「標準的なもの」
であり，申込者からの入金の確認前に複製・データ
送信を行う等，特定図書館等の事情により作業手順
を組み替えることは，もちろん差し支えない23）とさ
れる。
これらの作業手順のうち，図書館等公衆送信サー
ビス特有のものである，①複製，②不正拡散防止措
置の実施，③送信実績の記録，④データ送信，⑤指
定管理団体への送信実績の報告・補償金の支払いに
ついて，「事務処理等スキーム分科会合意事項」と
「複製・公衆送信ガイドライン」に沿って紹介する
（見出しの後の丸括弧内は「事務処理等スキーム分
科会合意事項」の条項を示す）。
①複製（第6項（1））
申込対象資料の複製（撮影・スキャン等）を実施

し，送信用ファイルを作成する。冊子体の場合は，
原則としてページ単位又は見開き単位で複製を行う
こととする。新聞紙面等，一定のサイズを超える場
合はサイズ単位で部分指定しての複製も可能とする。
なお，提供用画像の解像度は，200―300dpi 程度を
目安とするが，美術の著作物又は写真の著作物につ
いては200dpi による場合もある（3（3）参照）こと
に留意する必要がある。
②不正拡散防止措置の実施（第6項（2））
「複製」から「データ送信」までの間に，送信用
ファイルに対して，（a）全頁ヘッダー部分に利用

者 ID（貸出カードの番号等）と （b）全頁フッター
部分にデータ作成館名・データ作成日を挿入する
（今後の技術的進展等の環境変化に応じて時宜に応
じて追加措置の導入を検討）。
③送信実績の記録（第6項（3））
送信実績として，書誌情報（ISBN/ISSN（記載が
あれば◎），著作物又は資料のタイトル（◎），責任
表示（○），出版者（○），出版年（○），巻号情報），
ページ（又は複製箇所が特定できる論文名等の情
報）を記録する（◎は必須，○は可能な限り）。
④データ送信（第11項）
特定図書館等は，不正拡散防止措置（②）を施し
た送信用ファイルを申込者に送信する。送信方法は，
電子メール，インターネットを通じたファイル転送
システム等とする。
⑤指定管理団体への送信実績の報告・補償金の支払
い（第12項）
特定図書館は，指定管理団体に対し，送信実績

（③）及び補償金情報（図書館資料の種類，補償金の
対象となるページ数，補償金額）を記載した送信実
績一覧及び申込者に提供したファイルをセキュリ
ティに配慮した方法で送付することにより，送信実
績の報告を行う。また，指定管理団体からの請求等
に基づき，徴収済みの補償金額（消費税等相当額を
含む。）を，指定管理団体が提示する方法で支払う。
これらの報告及び支払いは「一月に一回程度とす
る」が，ファイルの送付はこの限りではないとする。
こうして見てみると，なかなかの作業量である。
作業人員もある程度の規模は必要だろうし，作業時
間も掛かるだろうし，申込者からの補償金収受業務
にもある程度の時間も掛かるだろうから，公衆送信
を行うことによる複写物送付時間の短縮の効果がど
れだけ期待できるのか疑問である。また，公衆送信
の手数料もそれなりに掛かりそうである。解像度も
200―300dpi 程度と画質がそれほど良くないデジタ
ルデータを，雑誌の見開き1枚目が600円，以後1
枚当たり200円と，紙の複写サービスと比べて高額
な補償金を支払う人がどれほどいるか疑問である。
また，主な利用が見込まれる雑誌記事についても，
発行後1年間未満のものは対象外であることもサー
ビス普及の障壁になりそうである。ただ，海外在住
者は，個人送信サービスの対象外でもあり，郵送に
要する日数も長いことから，利用が見込まれるもの
と考える。いっそ，海外在住者を主たる利用者に据
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えたサービスと位置付ける方が，発展が見込まれる
のではないか。

おわりに

「個人送信サービス」は，開始当初の2022年6月
～9月の時点でさえ，閲覧件数が既に月間平均で約
26．5万件と，図書館送信サービスの8倍程度で推移
していたという24）。2023年1月18日から印刷機能の
提供が開始されたことにより，機能的には図書館送
信サービスと同一のものとなったことから，「図書
館送信サービス」が果たしてきた役割は個人送信
サービスに取って代わられたと言っても過言ではな
いと思われる。今後は「図書館送信サービス」をど
のように位置付けるかを検討することが必要となる
ものと考える。
また，ようやく今年（2023年）6月1日から関係

規定が施行されたばかりの「図書館等公衆送信サー
ビス」については，指定管理団体の受入れ体制の整
備が終わっていないなど，実際にサービスが開始さ
れるのはまだ先のことになるものと考える。国立国
会図書館でさえ，2024年度のサービスの実施を目指
しているという25）。このサービスについては様々な
課題が見られることから，普及するまでにはかなり
時間を要するものと考えられる。補償金の額の認可
に当たって文化庁が指定管理団体に通知した文書に
は，利用者が受ける便益の維持・向上や国民の情報
アクセス向上等の観点からの見直しについて留意す
べきとの記述が見られる26）ことから，おそらくその
見直しがなされるものと考える。ガイドラインの見
直しを含め，このサービスが普及しやすくなるよう
な制度の改善が行われるよう期待したい。
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6）文化審議会著作権分科会「図書館関係の権利制限規定の
見直し（デジタル・ネットワーク対応）に関する報告書」
2021．2．3， p．12．〈 https : / / www. bunka. go. jp / seisaku /
bunkashingikai/chosakuken/toshokan_working_team/pdf/

92654101_02.pdf〉．［引用日：2023―07―13］
7）同上
8）個人向けデジタル化資料送信サービスに関する質疑応答
において，「現行の図書館送信の対象となっていない公民館
や学校図書館等の施設も，入手困難な資料の送信を受ける
ことができますか？」という質問に対し，「個人送信の送信
先は事前登録を受けた個人であり，施設は送信先とはなり
ません」との回答を掲載している。「よくあるご質問：個人
向けデジタル化資料送信サービスについて」国立国会図書
館ウェブサイト〈https://www.ndl.go.jp/jp/help/service_digi
_individuals.html#anchor19〉．［引用日：2023―07―13］

9）前掲1），p．16．
10）同上，p．19．国立国会図書館は，前掲8）において，「送
信資料を研修等でディスプレイに投影してもよいですか」
という質問に対し，「事前登録した個人が，受信した絶版等
資料を，一定の要件を充たす施設において，非営利目的か
つ無償で公に伝達することは可能で，例えば送信対象資料
をディスプレイ等に投影して研修，講義を行うことができ
ます。一定の要件とは，当該研修等が行われる施設が公共
のもので，かつ司書・司書補など，著作権法全般の知識を
有する職員が常駐する施設であることが必要です。」との回
答を掲載している。

11）同上，p．15．
12）「特定図書館等の方へ」図書館等公衆送信補償金管理協会
ウェブサイト〈https://www.sarlib.or.jp/library/〉．［引用
日：2023―07―13］

13）前掲1），p．27．
14）同上
15）同上
16）同上，p．28．
17）「改正著作権法第104条の10の2第1項の図書館等公衆送
信補償金を受ける権利を行使する団体の指定について」文
化 庁 ウ ェ ブ サ イ ト〈https://www.bunka.go.jp/seisaku/
chosakuken/93789301.html〉．［引用日：2023―07―13］
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18）「図書館等公衆送信補償金の額の認可について」2023．3．29．
文化庁ウェブサイト〈https://www.bunka.go.jp/koho_hodo
_oshirase/hodohappyo/pdf/93860201_01.pdf〉．［引用日：
2023―07―13］

19）「図書館等公衆送信サービスに関する関係者協議会事務処
理等スキーム分科会合意事項」（2023年5月18日修正）第1
項（2）

20）同上第12項（3）
21）「文化審議会著作権分科会法制度小委員会「図書館関係の
権利制限規定の見直し（デジタル・ネットワーク対応）に関
する中間まとめ」への意見について」（令和3年1月7日2
全公図第22号）（全国公共図書館協議会会長名発文化庁著作
権課・文化審議会著作権分科会法制度小委員会宛），p．4．
〈 https : / / www. library. metro. tokyo. lg. jp / uploads / R 2 _
ikensho.pdf〉．［引用日：2023―07―13］

22）前掲19）
23）同上第1項（5）
24）福林靖博「国立国会図書館の個人向けデジタル化資料送
信サービス」日本図書館研究会2022年度図書館学セミナー
スライド，2022．11．19，p．15．

25）「図書館資料ネット送信 運用不透明」『朝日新聞』
2024．6．11．

26）「図書館等公衆送信補償金の額の認可に関する留意事項に
ついて（通知）」（令和5年3月29日4受文庁第2742号）（文
化庁次長名発一般社団法人図書館等公衆送信補償金管理協
会代表理事名宛）〈https://www.bunka.go.jp/koho_hodo_
oshirase/hodohappyo/pdf/93860201_01.pdf〉．［引用日：
2023―07―13］

◆図書館を学ぶ相互講座◆
～2023年度ご案内～

会 場：大阪府立中之島図書館 別館2階
大阪市北区中之島1―2―10

連絡先：図書館を学ぶ相互講座実行委員会
tsuchan2＠nifty.com
090―3055―3668（志保田務）

新型コロナウイルス感染症の拡大状況により，
中止・延期する場合がありますので，あらかじ
めご了承ください。
2023年度〈第6回〉
日 時：9月16日（土）10：00～12：00
テーマ：「文豪が残した点訳，朗読の許諾葉書」
発表者：立花 明彦氏（日本点字図書館館長）
（図書館学資料保存研究グループ2023年9月研
究例会と共催）
2023年度〈第7回〉
日 時：10月28日（土）10：00～12：00
テーマ：「小中学生向けブックリストの活用に

関する実践研究：小牧市の実態調査か
らみる一考察」

発表者：花里 千賀子氏（小牧市中央図書館）
（図書館サービス研究グループ2023年10月研究
例会と共催）
2023年度〈第8回〉
日 時：11月25日（土）10：00～12：00
テーマ：「奴隷解放宣言から公民権運動期に見

る全米大陸の黒人図書館員の道のり」
発表者：原田 安啓氏（元姫路大学教授）
（図書館学資料保存研究グループ2023年11月研
究例会と共催）

September 2023 南：2021年著作権法改正による第31条の改正
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